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研究成果の概要（和文）：この研究には3つの成果がある。第1に，経済産業省のロードマップが示す水素利用シ
ステムの経済・環境影響を産業連関分析した。分析には，われわれの開発した2005年次世代エネルギーシステム
分析用産業連関表(IONGES)に水素部門を追加した表を用いた。第2に， IONGESを2011年の総務省産業連関表にあ
わせてアップデートした。特に近年，農村のバイオマスエネルギーを活用した水素エネルギーシステムの構築が
進んでいることから，バイオマス発電部門の影響分析に留意した。
第3に，スマートシティ(水素エネルギーなどスマートエネルギー利用のある地域)ではソーシャルキャピタル
(SC)が高まるという仮説を検証した。

研究成果の概要（英文）：This research has three outcomes. First, we conducted an input&#8211;output 
analysis of the economic and environmental impacts of the hydrogen utilization system shown by the 
Ministry of Economy, Trade and Industry roadmap. For the analysis, we used a table with the hydrogen
 related sectors added to our 2005 Input-Output Table for analysis of Next Generation Energy System 
(IONGES). Second, IONGES has been updated to match the 2011 Ministry of Internal Affairs and 
Communications input&#8211;output table. In particular, attention has been paid to the impact 
analysis of the biomass power generation sector, as the construction of hydrogen energy systems that
 utilize rural biomass energy has progressed in recent years. Third, from the perspective of users 
of smart energy systems, we verified the hypothesis that social capital (SC) will increase in smart 
cities (regions that use smart energy such as hydrogen energy).

研究分野：計量経済学・産業連関分析

キーワード： 産業連関分析　水素エネルギー　次世代エネルギーシステム　ソーシャルキャピタル

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
第1の研究の意義は，経済産業省のロードマップが示す水素利用システム全体がもたらす経済・環境影響を俯瞰
したことである。その結果，水素利用による総合的なCO2削減効果がきわめて大きいことが確認された。第2の研
究の意義は，水素利用に対する考え方が大規模利用から，国内の余剰再生可能エネルギーをきめ細かく調整する
手段の一つとするという方向へ変化したと考えられたことから，新しいビジョンの下でIONGESをアップデートし
たことである。なお，IONGESは科研費成果として一般に公開している。第3の研究の意義は，水素エネルギーを
含む次世代エネルギー技術の利用が人々の豊かさを増すことが確認されたことである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

2014年に閣議決定された「エネルギー基本計画（第四次）」では，水素が将来の二次エネルギ
ーの中心的役割を果たすと期待された。ただし家庭用燃料電池や燃料電池自動車は普及段階に
はなく，電力に代わる二次エネルギーとしてどのような水素社会が構築されるのかということ
については，技術者の間でも見解が同じではなかった。2014年には経済産業省が「水素・燃料
電池戦略ロードマップ」を公表し，これには水素社会実現への取り組みがフェーズ 1～3の段階
ごとに示されてたが，なお精緻化の余地を残していた。2015年の新エネルギー・産業技術総合
開発機構(NEDO)「水素エネルギー白書」では，水素エネルギーに関する内外の取り組み，関連
技術の現状と将来の見通しが網羅的にまとめられた。それによれば，水素エネルギーの導入は，
エネルギーセキュリティの向上，環境負荷軽減，燃料電池や燃料電池自動車産業振興として有効
であるが，利用技術は製造段階から，輸送，利用段階へと多岐にわたっており，それらの技術開
発の優先順位のつけ方や組み合わせ方には，多様な選択肢が示されていた。このように水素技術
は期待されつつも，技術的方向性は固まっていないばかりか，新技術に対する利用者または消費
者視点からの考察もなかったことから，本研究テーマの必要性が考えられた。 
 
２．研究の目的 
本研究の第 1 の目的は，水素・燃料電池戦略ロードマップで示された方針(大規模な水素利用
システムの確立)を俯瞰的に産業連関分析することである。分析には，われわれの開発した 2005
年次世代エネルギーシステム分析用産業連関表(IONGES)に，必要な水素関連部門を追加した表
を用いた。そのために必要な詳細情報の入手には困難が多かったものの，ロードマップの方針は
政府が示したものであり，その全体像の把握が必須と考えられた。本研究の第 2の目的は，2011
年 IONGESの作成と公表である。ロードマップでは大規模な水素利用システムが示された一方，
水素利用は余剰太陽光発電や家畜糞尿由来のバイオガス利用などきめ細かいエネルギーマネジ
メントシステムに組み込まれていくべきとも考えられた。そこで 2011年 IONGESはこれらの
分析目的に合致させるための工夫が必要とされた。第 3 の目的は，水素等を利用した次世代エ
ネルギーシステムが技術的に先走るばかりでなく，その利用が人々の豊かさを増すという確証
が必要との認識から，「エネルギー技術を含むスマート社会技術利用がソーシャルキャピタル
(SC)を高める」という仮説を検証することである。SC指標は，近年，まちづくりや農村再生計
画などの成果指標として，あるいは内閣府の満足度・生活の質を表す指標群(ダッシュボード)と
して注目されている指標である。 
 
３．研究の方法 
(1)大規模な水素利用システムがもたらす経済・環境効果の産業連関分析 
分析の対象とする水素利用システムは，ロードマップにおける「フェーズ 2」の状況に対応し
ている。すなわち，水素を海外の風力発電などを利用して大規模に製造し，有機ハイドライドに
よってタンカーで日本に輸送する。国内の港湾施設で，有機ハイドライドから水素を精製し，港
湾近くの水素発電所に送る。このような大規模な水素利用システムが確立すると，水素価格が安
価になり，燃料電池自動車の普及が進む。2030年には，FCV80万台，水素ステーション約 900
か所が実現し，FCV の燃料電池システムの価格が現状の 1/4 になる。すると，家庭用燃料電池
の価格も低下して 530 万台が普及する。一方，海外の積地港湾施設から国内の揚地港湾施設の
設備状況については，ロードマップには詳しい記述がないため，NEDO の調査報告における想
定を参照した。なお，水素パイプラインの新設は現実的でないと考えられることから，水素は港
湾近接の施設で大規模に製造し，水素ステーションには専用ボンベによりトレーラー輸送する
ものとした。このようなシステムの波及効果を分析するために，われわれが開発した「2005年
版次世代エネルギーシステム分析用産業連関表」に上述の水素関連部門を追加した。 
(2) 2011年 IONGESの作成と公表 

2011年 IONGESとは，総務省による 2011年産業連関表 に，15種類の再生可能エネルギー
の発電施設建設部門と，経常運転(発電)部門を付け加えた表であり，その中には 2011 年組込表
と 2030 年想定表がある。組込表は，2011 年に実際に存在した再生可能エネルギーの経済活動
を，公表されている発電施設建設部門および発電部門から分離別掲して示した表である。想定表
とは，発電施設建設および発電の総額は 2011年と同じであるが，発電施設の分布や発電構成比
が 2030年に想定されている状況との仮定の下で作成した表である。電力の価額への換算は，一
律に総務省の産業連関表で用いられている生産者価格(17 JPY/kWh)を用いているので，電力量
(kWh)に簡単に変換できる。再生可能エネルギーの固定価格買い取り(FIT)制度における買取価
格と電力の生産者価格の差額を，「経常補助金」と同等のものとみなしている。想定表は，長期
エネルギー需給の見通しにおける再生可能エネルギー発電構成比想定に従っている。 
(3)スマートエネルギー技術利用のソーシャルキャピタル分析 
「スマート社会技術利用は SCを高める」という仮説を検証し，SCの向上に影響を与える要
因についても分析するために，とりわけスマートシティとしてまちづくりが進められている横
浜みなとみらい 21地区と対照地域(その他の首都圏) のマンション住民に対して，各地区の SC
指標を把握するためのアンケート調査を実施した。調査は両地域に，ほぼ同一の 調査票を用い
て行った。質問の内容は，(1)SC指標の作成のための質問，(2)現在の住まいに関する質問，(3)SNS
利用に関する質問，(4)コミュニティ内の付き合い方に対する意識を問う質問，(5)回答者のデモ



グラフィックな属性に関する質問の
各項目である。このうち，(1)SC 指標
の作成のための質問は滋賀大学・内閣
府経済社会総合研究所の先行事例を
参照した。また(3)SNS利用に関する質
問は総務省の先行調査を参照した。 
 
４．研究成果 
(1) 大規模水素利用システムがもたら
す効果の産業連関分析 1,2) 
対象とした水素供給システムの初
期投資による乗数効果は 1.92～3.27
であった。またこのような投資は，海
外で豊富に存在するが未利用の再生
可能エネルギー源に利用機会を創出
することが分かった。図 1の横方向に
は各設備の建設時の誘発量が，縦方向
には運転時の誘発量がそれぞれ示さ
れている。また，円の大きさは水素 1t
あたりの初期投資の大きさを示して
いる。原点付近に円が密集している点線枠部分を，図の左下に拡大して示した。この図からまず
いえることは，設備建設時の水素利用量 1年 1tあたり CO2誘発排出は，運転時の誘発に比べる
と小さな値である。 FCV製造時や燃料用水
素調達の CO2誘発排出は FCV運用時の化石
エネルギー削減効果によって十分相殺され
る。水素利用による総合的な CO2削減効果は
非常に大きいことが示された。 
(2) 2011年 IONGESの作成と公表 3) 
図2の縦軸には各種類の発電量単位当たり
の構造的な費用(以下運転時の単位構造費
用)，横軸には各種類の発電施設による生涯発
電量単位当たりの構造的な費用(以下建設時
の単位構造費用)を示している。また，図の丸
の直径は，2030 年に想定されている各電源
の発電構成比を示す。図の縦方向の差，すな
わち再生可能エネルギーの運転時の単位構
造費用の差は，横方向の差，すなわち建設時
の単位構造費用の差に比べると相対的に小
さい。図を横方向に見た場合，再生可能エネ
ルギーの中では，木質バイオマス発電や大規模地熱発電の建設時の単位構造費用が低い。メタン
発酵ガス発電，廃棄物発電の建設時の単位構造費用が高いが，それらには廃棄物処理施設として
の設備機能も含まれるため，多面的な評価手法の開発が必要である。本研究成果は次世代科学技
術経済分析研究所ホームページ(http://www.f.waseda.jp/washizu/index.html)公開している。 
(3) スマートエネルギー技術利用のソーシャルキャピタル分析 4) 
分析の結果，みなとみらい 21地区の SC指標は，対照地域に比べて有意に高いことが分かっ
た。スマート社会技術利用は SCを高めるとともに，スマート社会技術が，みなとみらい 21地
区という環境の下でその効果を高めるという状況が観察された。そして SCが高いことと，住民
の満足度の間に関連性がみられることも確認された。これらの関係を規定する要因の一つに，み
なとみらい 21地区では，とりわけエネルギーの効率的利用と環境に配慮したスマートシティを
志向したまちづくりを行っていることが関係するものと推察された。 
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